
頁

１．事業の位置付け

消防本部　消防総務課
● ハード ○ ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
■ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

成果指標①

指標名 消防署出張所等解体・整備進捗率 単位 ％

説明・算定式
H19:地質調査(大野･土沢)･解体(16分団)20%、H20:実施設計(大野)･建設(土沢)20%、H21:基本設
計(神田)･建設(大野)･解体(土沢)30%、H22:実施設計(神田)･解体(大野)20%、H23:解体･建設(神
田)10%

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度

消防活動の拠点である消防署出張所や消防訓練施設などが
整備され、市民の生命・財産を様々な災害から守るための
消防力が充実しています。

消防活動拠点の充実のため、老朽化の著しい消防署大野出
張所、神田出張所、消防訓練施設、土沢分遣所・消防団第
１６分団を整備します。

活動指標①

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度

目標

目標

実績

平成21年度

対象・受益者 市民、職員 事業期間
委託、協働

目的・目標 事業の概要

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 1

事務事業名
事業担当

消防署出張所等整備事業

消防活動の拠点の充実のため、老朽化の著しい消防庁舎
を順次整備する必要があります。

老朽化した消防庁舎を整備することにより、地震災害等の
災害対応が充実します。

老朽化した消防庁舎を整備することにより、地震災害等に
よる庁舎への被害を防ぐ事が可能となります。

分析の視点

①〈安　全〉　災害に強い安全なまちづくりを進める
'03

○
○

事業種類

総合計画の
位置付け

'05 基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち
'01

3 迅速かつ的確な消防・水防と救急・救助、救援の体制を充実する
根拠法令等

○
●
○

庁舎建設を整備するにあたり、将来性及び地域性を考慮
する必要があります。

目標

実績

先の視点に関する分析・課題の抽出

●
○事

業

分

析

項目 総合評価

必要性

有効性

妥当性

効率性

●
○

●

平成20年度

平成20年度 平成21年度

704020目標

20 38 70実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ

主な取組と成果

大野出張所予定地の地質調査、土
沢分遣所予定地の地質調査及び消
防団第16分団を解体し、計画どお
り整備するための取組を行うこと
ができた。

大野出張所の実施設計は建築確認
に時間が掛かり平成２１年６月末
まで繰越明許しましたが、実施設
計は予定どおり行いました。ま
た、土沢分遣所の建設を行いまし
た。

大野出張所の実施設計は建築確認
に時間を要し平成２１年６月に完
了しました。また、土沢分遣所の
解体を行いました。

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

－

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

2

進
捗
状
況

再任用　(人)
内
訳

人件費　(B)
フルコスト　(A+B)

遅れている
理由

：予定どおり
－ －

4,178
9,328

60,000
0

今後に向けた
課題

消防庁舎を整備するにあたり、効
率性の観点から基本設計の段階
で、職員などの意見を積極的に取
入れる必要がある。

消防庁舎を整備するにあたり、効
率性の観点から基本設計の段階
で、職員などの意見を積極的に取
り入れる必要があります。

消防庁舎を整備するにあたり、効
率性の観点から基本設計の段階
で、職員などの意見を積極的に取
り入れる必要があります。

：予定どおり ：予定どおり

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金
県支出金

起債
その他　特財

0
5,150
1.66

事業費　(A)
執行率　(%)

職員　(人) 0.50

事業内容

設計：大野建設：土沢・１６分団地質調査：大野・土沢など、解体：
１６分団

0

8,344

0.55
0.00
4,616

0.00
4,616
99,475

0
0

3,728
3,728
66.81

0.00

0
5,150

0
0

10,795
0

24,064
94,859
113.85
0.55

0

平成２１年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成１９年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

消防本部　消防総務課
● ハード ○ ソフト

年 ～ 年
【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
■ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

必要性

消防活動の拠点の充実のため、老朽化の著しい消防団庁
舎を整備する必要性は高いです。 ●

○

有効性

老朽化した消防団庁舎を整備することにより、地震災害等
の災害対応が充実します。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

老朽化した消防団庁舎を整備することにより、地震災害等
による庁舎への被害を防止できます。 ●

○
○

効率性

消防団庁舎建設を整備するにあたり、将来性及び地域性
を考慮する必要があります。 ○

●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式
平成22年度を100％とした整備進捗率。H19：検討10％、H20：基本設計20％、H21：実施設計
20％、H22解体・建設50％

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 第9分団施設整備進捗率 単位 ％

目標 10 30 50
実績 10 30 50

実績

単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

実績

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

目的・目標 事業の概要
地域における消防活動の要である消防団分団施設が整備さ
れ、市民の生命・財産を様々な災害から守るための消防力
が充実しています。

消防団活動拠点の充実のため、老朽化の著しい消防団第９
分団を整備します。

委託、協働

活動指標①

指標名 単位

対象・受益者 市民・消防団員 事業期間 2007 2010

総合計画の
位置付け

'05 基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち
'01 ①〈安　全〉　災害に強い安全なまちづくりを進める
'03 3 迅速かつ的確な消防・水防と救急・救助、救援の体制を充実する

事業種類

根拠法令等

事務事業名 消防団分団整備事業
事業担当

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 3

活動指標②

指標名



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

消防団庁舎を整備するにあたり、
効率性の観点から基本設計の段階
で、消防団員等の意見を積極的に
取入れる必要がある。

狭隘な土地のため、実施設計にあ
たり建物の有効活用を考えていき
ます。

消防団庁舎を建設するにあたり、
長期的な計画を立て将来性及び地
域性を検討する必要があります。

主な取組と成果

消防団庁舎整備に向けた検討い、
平成20年度の基本設計に向けた準
備ができた。

狭隘な土地のため、敷地を有効に
利用するための基本設計を行ない
ました。

設計業者に委託して、実施設計を
行いました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 4,196 5,278 6,285
人件費　(B) 4,196 4,196 4,178

内
訳

職員　(人) 0.50 0.50 0.50
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 0.00 85.67 165.77
事業費　(A) 0 1,082 2,107

その他　特財 0 0 0
2,107

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 0 1,082

事業内容

検討 基本設計 実施設計

4

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

消防本部　消防総務課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 5

○

有効性

高度救助資機材は高価なものが多いため、事業を継続す
ることで、より効果的な消防活動ができる体制が整えられ
ます。 ○

妥当性

近年の都市構造の変化に伴い災害も複雑多様化してお
り、それらの災害に対応するための高度救助資機材の整
備が必要です。

○

●

●

成果指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

平成19年度

平成19年度 平成20年度

成果指標①

高度救助資機材整備進捗率 単位 ％

説明・算定式
平成23年度を100％とした整備進捗率。　H19：（化学防護服）20％、H20：（救助用送排風機）
20％、H21：（充電式油圧救助器具）20％

実績 20 40 60

説明・算定式

実績

活動指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

事務事業名 高度救助資機材等整備事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'03

事業の概要
高度救助資機材などが整備され、複雑多様化する災害・事
故に対応できる環境が整っています。

多様化・複雑化する災害に対応するために、最新高度救助
資機材を整備します。

活動指標①

単位

総合評価

必要性

消防でしか初動対応できない災害に対し、高度救助資機
材の整備・充実を図る必要があります。

●
○

○
●

事

業

分

析

効率性

消防車両の整備と関連させた高度救助資機材整備を実施
することで、より効率的な事業の推進が図られます。

○

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出

平成20年度 平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 20 40 60

平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

対象・受益者 市民 事業期間
委託、協働

目的・目標

根拠法令等

'05
①〈安　全〉　災害に強い安全なまちづくりを進める'01
3 迅速かつ的確な消防・水防と救急・救助、救援の体制を充実する

基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ

今後に向けた
課題

各種災害が複雑多様化され、刻々
と変化して行く中、今後どのよう
な高度救助資機材を整備していく
のか研究・調査が必要である。

災害が複雑多様化され、刻々と変
化して行く中、今後どのような高
度救助資機材を整備していくのか
研究・調査が必要です。

最新高度救助資機材の整備は、社
会情勢に対応し、緊急性、迅速性
が求められており、弾力的に対応
する必要があります。

主な取組と成果

特殊災害に対応するための陽圧式
化学防護服を整備し、従来品と比
較して、性能は変わらずにコスト
ダウンが図れた。また、市内で発
生した流化水素での自損事故にお
いて使用し効果を上げた。

火災等に対応するための救助用大
型送排風機を整備し、濃煙中での
消防活動に効果が発揮できます。

複雑多様化する救助活動に対応す
るため、充電式油圧救助器具を整
備しました。

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

内
訳 再任用　(人)

フルコスト　(A+B) 4,827 4,617 4,080
人件費　(B) 3,357 3,357 2,925

0.00 0.00 0.00

6

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

遅れている
理由

－ － －

1,155

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

国庫支出金 0 0

96.97 96.48 88.44
職員　(人) 0.40 0.40 0.35

執行率　(%)
事業費　(A) 1,470 1,260

事業内容

最新高度救助資機材の整備 最新高度救助資機材の整備 最新高度救助資機材の整備

735 630 578

財
源
内
訳

一般財源

起債
県支出金 735 630 577

その他　特財 0 0 0

0

0 0 0



頁

１．事業の位置付け

消防本部　消防総務課
● ハード ○ ソフト

～ 年
【委託： ○ 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
■ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

電波法により現在のアナログ無線の使用期限が決められ
ているため必要性が高いです。 ●

○

有効性

消防・救急無線をデジタル化することにより、個人情報の
保護及びデータ通信等、また、無線運用等の今後の拡張
性に期待できます。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

運用開始目標とする平成26年度までに、今後、計画を進め
ていく上で、より効果的な整備計画を検討します。 ○

●
○

効率性

消防・救急無線の統制波・運用波を県内で一斉に整備を
行うため、単独で整備をする場合に比べ、コスト削減が可
能となります。

●
○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式
平成24年度を100％とした整備進捗率。H19：(検討)10％、H20：(基本設計)10％、H21：(実施設計
①)10％、H22(実施設計②)10％、H23(実施設計③)10％、H24(整備)50％

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 消防救急無線デジタル化進捗率 単位 ％

目標 10 20 30
実績 10 15 30

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績

実績

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 単位

目標

委託、協働
目的・目標 事業の概要

消防救急無線がデジタル化され、消防・救急活動における
個人情報の保護、通信の高度化が図られています。

個人情報の保護、通信の高度化などに対応するため、消防
救急無線をデジタル化します。

根拠法令等 電波法関係審査基準により、現在のアナログ周波数の使用期限は平成２８年５月まで
対象・受益者 市民 事業期間 2015

総合計画の
位置付け

'05 基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち
'01 ①〈安　全〉　災害に強い安全なまちづくりを進める
'03 3 迅速かつ的確な消防・水防と救急・救助、救援の体制を充実する

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 7

事務事業名 消防救急無線デジタル化事業
事業担当
事業種類



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ② ①

Ａ Ｂ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

懸案事項として、経過年数が10年
を越えている現アナログ無線機の
更新及び保守等の課題があるた
め、無線運用に影響がないよう検
討する必要がある。

デジタル無線の仕様が決定してい
ないため、スケジュールが遅れる
可能性がありますが、アナログ無
線の使用期限までに事業を完了さ
せなければなりません。

デジタル無線の仕様が決定してい
ないため、スケジュールが遅れる
可能性があります。

主な取組と成果

全体会議、検討委員会議、指令業
務の共同運用検討会議を行い、基
本計画策定の準備を行うことがで
きた。

県内消防（局）本部が横浜市に委
託して、基本設計に必要な電波伝
搬調査を行いました。

電波伝搬調査の結果をもとに横浜
市に委託して、基本設計を行いま
した。

検証結果 ：成果があがった ：おおむね成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：若干遅れている ：予定どおり

遅れている
理由

－ 消防庁のデジタル無線共通仕様
書の作成が遅れているため,基本
設計は行えませんでした。

－

フルコスト　(A+B) 4,196 4,747 4,332
人件費　(B) 4,196 4,196 4,178

内
訳

職員　(人) 0.50 0.50 0.50
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 0.00 77.17 7.03
事業費　(A) 0 551 154

その他　特財 0 0 0
77

県支出金 0 275 77財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 0 276

事業内容

検討 調査 基本設計

8

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

消防本部　消防救急課
● ハード ○ ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

必要性

消火栓の増設を進めることは消火活動上も有効であり、市
民の高いニーズもあります。また消防法第２０条により消
防水利の基準及び水利施設の設置等が義務付けされてい
ます。

●
○

有効性

迅速で円滑な消火活動を図るためには、消火栓の設置を
進めることが有効です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

消火栓の充足率が１００％に達していないため、増設を進
めることが妥当ですが、設置場所を検討し有効に設置する
必要があります。

●
○
○

効率性

消火栓は県企業庁が所有する上水道に設置するため、設
置箇所について県企業庁と協議し決定する必要がありま
す。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 国の整備指針に基づく消火栓、防火水槽の設置割合

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 消防水利の充足率 単位 ％

目標 90 90.3 90.6
実績 89.9 89.9 90

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 　

実績

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 単位

目標

目的・目標 事業の概要
消火栓及び防火水槽の設置数を増やすことにより、消防体
制の充実が図られています。

円滑な消防活動を図るため、消防水利が弱く延焼拡大の恐
れのある地域に防火水槽を設置します。また、円滑な消防
水利の確保のため、県企業庁水道局と連携して消火栓を設
置します。

対象・受益者 市民 事業期間

'03 3 迅速かつ的確な消防・水防と救急・救助、救援の体制を充実する
根拠法令等 消防法第２０条

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 9

事務事業名 防火水槽・消火栓設置事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'05 基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち

委託、協働

'01 ①〈安　全〉　災害に強い安全なまちづくりを進める



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

③ ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

必要性、有効性、妥当性は高いた
め、今後も事業を継続する必要が
あるが、消防水利として有効な設
置を継続するためには、県企業庁
と協議し計画する必要がある。

総合性、有効性、妥当性は高いた
め、今後も事業を継続する必要が
ありますが、設置した消火栓を市
民が有効に活用できるよう、消火
資機材の設置を進める必要があり
ます。

総合性、有効性、妥当性は、高い
ため今後も事業を継続して実施
し、また企業庁水道局と連携して
設置計画する必要があります。

主な取組と成果

消火栓については、県企業庁の水
道管新設又は改修工事に合わせ
て、工事区域のなかで消火活動上
有効な場所に設置しおり、平成１
９年度は若干設置すべき場所の工
事が少なかったが、全体的な目標
は達成できた。

消火栓の未設置区域に水道局の水
道管工事が計画されなかったた
め、すでに設置されている区域の
うち道路狭あい地区や住宅密集地
等の消防水利を強化することとし
て、市街地の消火困難地区などに
４基増設しました。また、防火水
槽については、設置後の維持管理
を行うとともに、公用地への設置
を検討しました。

消火栓については、県企業庁の水
道管新設又は改修工事に合わせ
て、工事区域内に設置しました。
また、区画整理事業に合わせた消
火栓の設置を行いました。
なお、防火水槽の維持・管理の課
題や消火栓の設置条件により、計
画的に事業を進めるのは困難であ
るため、平成２２年度から事務事
業「消防水利設置事業」として
行っています。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：遅れている ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

県企業庁の工事に合わせて消
火栓を設置しているが、設置す
べき場所の工事が少なかった。

－ －

フルコスト　(A+B) 8,225 7,623 6,990
人件費　(B) 6,713 6,713 6,685

内
訳

職員　(人) 0.80 0.80 0.80
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 62.82 11.34 12.57
事業費　(A) 1,512 910 305

その他　特財 0 0 0
160

県支出金 756 455 145財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 756 455

事業内容

設置場所の確保、設置 設置場所の確保、設置 設置場所の確保、設置
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

消防本部　消防救急課
● ハード ○ ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
■ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

高齢化が進み救命に対する市民ニーズが高まる中、自動
体外式除細動器（ＡＥＤ）の公共施設への設置は必要性が
高いものです。

●
○

有効性

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の取扱い講習を実施すること
で、救命に携わる市民と職員が増員し、安心感を得られま
す。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の取扱いを含めた普通救命
講習は、指導員の資格が必要であるため消防職員が実施
します。

●
○
○

効率性

普通救命講習の指導員資格は、退職後３年と定められて
いるため、日々雇用により人員確保が期待できます。 ●

○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 自動体外式除細動器(ＡＥＤ)取扱講習受講者数 単位 人

目標 1500 3300 3600
実績 3225 4189 3451

158 131

目標 60 100 120

活動指標②

指標名 自動体外式除細動器(ＡＥＤ)取扱講習会開催回数 単位 回

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 0 128 0

実績 95

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 自動体外式除細動器(ＡＥＤ)設置数 単位 器

目標 0 128 0

目的・目標 事業の概要
自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置拡充することによ
り、救命率の向上が図られています。

心肺停止患者の救命率を向上させるため、不特定多数の者
が利用する公共施設などへ自動体外式除細動器(ＡＥＤ)を
配備します。

対象・受益者 市民 事業期間

'03 3 迅速かつ的確な消防・水防と救急・救助、救援の体制を充実する
根拠法令等

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 11

事務事業名 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）整備事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'05 基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち

委託、協働

'01 ①〈安　全〉　災害に強い安全なまちづくりを進める



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の
更新を５年と定めているので、そ
の時期に更新を含め検証する必要
がある。

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の
主な公共施設の設置が整ったた
め、その維持管理及び更新を計画
的に行う必要があります。

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の
主な公共施設の設置が整ったた
め、その維持管理及び更新を計画
的に行う必要があります。

主な取組と成果

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を
公共施設に設置するための配備計
画を策定したことにより、平成20
年度に自動体外式除細動器（ＡＥ
Ｄ）を設置する準備が整った。

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の
配備計画に基づき、１２８基を設
置し配備が整いました。また、設
置した自動体外式除細動器（ＡＥ
Ｄ）を安全に使用できるよう普通
救命講習（ＡＥＤ講習)の充実を
図りました。

主な公共施設に自動体外式除細動
器（ＡＥＤ）を配備完了しまし
た。また、設置した自動体外式除
細動器（ＡＥＤ）を安全に使用で
きるよう普通救命講習（ＡＥＤ講
習)を前年度に引き続き実施しま
した。なお、目的とした施設への
設置が完了し、当初の目的が達成
されたため、平成２２年度から事
務事業として行っています。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 6,903 31,053 6,885
人件費　(B) 6,903 6,903 6,885

内
訳

職員　(人) 0.70 0.70 0.70
再任用　(人) 0.30 0.30 0.30

執行率　(%) 0.00 99.30 0.00
事業費　(A) 0 24,150 0

その他　特財 0 0 0
0

県支出金 0 6,037 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 0 18,113

事業内容

配備計画の策定 機器の設置、取扱講習会の開催 取扱講習会の開催
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額


